
東京都目黒区上目黒一丁目２１番１２号

東　光　食　品　株　式　会　社

取締役社長　山形　美憲

 流    動    資    産 　 409,652       流    動    負    債 　 316,744      

　 55,823       　 89,109       

　 181,692      　 268            

　 2,132         1,857         

　 39,393       　 158,245      

　 95,907       　 14,875       

　 16,035       　 41,188       

　 10,604       　 1,999         

　 2,579         　 9,200         

　 5,941          固    定    負    債 　 176,090      

△ 460            3,813         

 固    定    資    産 　 463,215      　 172,276      

   有 形 固 定 資 産 　 406,359      　 492,834      

　 125,410      

　 3,768         

　 171,992      

　 750            

　 13,646       

　 85,636        株  主　資　本 　 380,033      

5,155         　 96,000       

   無 形 固 定 資 産 　 6,842         　 90,000       

　 4,235         　 90,000       

2,607         　 194,033      

   投 資 そ の 他 の 資 産 　 50,012       　 24,000       

　 1,000         　 170,033      

　 84             　 761,000      

　 48,908       △ 590,966      

　 20             　 380,033      

　 872,868      　 872,868      

   (注)  記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他 の 投 資 等 純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券 そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用 別 途 積 立 金

差 入 敷 金 保 証 金 繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア そ の 他 資 本 剰 余 金

施 設 利 用 権 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

車 両 及 び 運 搬 具

器 具 及 び 備 品 純      資      産　　　の       部

土 地

リ ー ス 資 産 資 本 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

前 払 費 用 預 り 金

未 収 入 金 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 リ ー ス 債 務

製 品 未 払 金

原 料 及 び 材 料 未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品 未 払 費 用

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 短 期 借 入 金

商 品 リ ー ス 債 務

 貸　 借 　対 　照　 表

( ２０２２ 年 ２ 月 ２８ 日 現 在 )

（単位：千円）

資         産         の         部 負         債         の         部

科             目  金         額 科             目 金         額



（ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ）

１. 資産の評価基準および評価方法

たな卸資産の評価基準および評価方法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（精米センター）

（常陸太田工場）

（精米センター）

（常陸太田工場）

（精米センター）

（常陸太田工場）

２. 固定資産の減価償却の方法

定率法を採用しております。

(リース資産を除く) ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く)、および2016年４月１日

以降に取得した建物付属設備並びに構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は建物および構築物が15～25年であります。

定額法を採用しております。

(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有する固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

債権の貸倒に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員等に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により設定しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込み額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(９年)に

よる定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。

４. 会計方針の変更

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

当会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、リベート等の顧客に支払われる対価に

ついて、従来は、販売費及び一般管理費として処理する方法によっておりましたが、取引価格から減額する方法に変更

しました。また、本人取引・代理人取引の検討の結果、代理人取引に該当した精米事業に係る取引の一部について、

純額で収益を認識する方法に変更しました。

　この結果、従来の会計処理と比較して、当会計期間の売上高は83,729千円減少、売上原価は2,507千円減少、その他

の営業収入は375千円増加、販売費及び一般管理費は80,847千円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び当期

純利益には影響ありません。また、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。なお、収益認識会計基準第89-2項

に定める経過的な取扱いに従って、前会計年度について新たな表示方法による組替えを行っておりません。

５. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（ 当期純損益金額に関する注記 ）

当期純利益

消費税等の会計処理

153,974千円

有形固定資産

無形固定資産

リ ー ス 資 産

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

原 料 及 び 材 料 最 終 仕 入 原 価 法

貯 蔵 品 総 平 均 法

〃 最 終 仕 入 原 価 法

製 品 総 平 均 法

〃 先 入 先 出 法

原 料 総 平 均 法

 個　 別 　注　 記　 表 

評 価 基 準 原 価 法

評 価 方 法 商 品 最 終 仕 入 原 価 法


